
　該当なし

９．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務

　該当なし

合　　　　　　計 266,972 266,971 1

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

科　　　　　　目 取得価額 減価償却累計額

(単位：円) 

当期末残高

什器備品 266,972 266,971 1

６．担保に供している資産

　該当なし

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

小　　　　　　計 657,112,342 0 14,831,272 (642,281,070)

合　　　　　　計 660,112,342 3,000,000 14,831,272 (642,281,070)

担い手基金引当資産 506,847,397 (0) (6,337,397) (500,510,000)

退職給付引当資産 1,978,070 (0) (0) (1,978,070)

特定資産

強化基金引当資産 148,286,875 (0) (8,493,875) (139,793,000)

基本財産引当資産 3,000,000 (3,000,000) (0) (0)

小　　　　　　計 3,000,000 3,000,000 0 (0)

対応する額）

基本財産

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財

産からの充当額）

（うち一般正味財

産からの充当額）

(単位：円) 

（うち負債に

合　　　　　　計 659,591,836 551,636 31,130 660,112,342

退職給付引当資産 1,509,024 469,046 0 1,978,070

小　　　　　　計 656,591,836 551,636 31,130 657,112,342

強化基金引当資産 148,267,930 18,945 0 148,286,875

担い手基金引当資産 506,814,882 63,645 31,130 506,847,397

小　　　　　　計 3,000,000 0 0 3,000,000

特定資産

基本財産

基本財産引当資産 3,000,000 0 0 3,000,000

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

(単位：円) 

当期末残高

(6)リース取引の処理方法

　リース料総額が300万円未満の所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

　理を行っている。

３．会計方針の変更

　該当なし

　は、就農支援資金貸付金の引当基準に準じて回収不能見込額を計上している。

　　一般債権・・・債権額に法人税法の規定による金融・保険業における法定繰入率を適用する。

　　貸倒懸念債権・・・債権額から債務者からの回収見込額を減額し、その残額について見積額とする。

　　破産更生債権等・・・債権額から保証人による回収見込額を減額し、その残額を見積額とする。

(5)消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税込み方式によっている。

　①退職給付引当金

　　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額を計上している。

　②賞与引当金

　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　③貸倒引当金

　　貸倒れによる損失に備えるため、就農支援資金貸付金については、次のとおり回収不能見込額を計上している。また、事業未収金について

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

   農地保有合理化事業用地・・・・個別法による原価法を採用している。

(3)固定資産の減価償却方法

   有形固定資産・・・・定額法を採用している。

   無形固定資産・・・・定額法を採用している。

(4)引当金の計上基準

２．重要な会計方針

　公益法人に移行した平成２５年７月１日から「公益法人会計基準」(平成20年4月11日内閣府公益認定等委員会)を適用している。

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

   満期保有目的の債券

   　償却原価法（定額法）を採用している。

３　財務諸表に対する注記

１. 継続組織の前提に関する注記

　該当なし



山梨県

山梨県

山梨県

山梨県

山梨県

山梨県

４　附属明細書

就農支援資金貸倒引当金 2,912,741 1,494 0 509,741 2,404,494

事業未収金貸倒引当金 1,343 2,480 0 1,343 2,480

賞与引当金 2,585,119 2,679,629 2,585,119 0 2,679,629

退職給付引当資産 1,509,024 469,046 587,798 1,390,272

１．基本財産および特定資産の明細　

　財務諸表に対する注記に記載している。

　該当なし

２．引当金の明細

（単位：円）

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

１６．重要な後発事象

　該当なし

１７．その他

　該当なし

１４．関連当事者との取引の内容

　該当なし

１５．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

　該当なし

１２．基金及び代替基金の増減額及びその残高

　該当なし

１３．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　該当なし

合　　　　　　計 98,066,876 98,066,876 0

山梨県奨励品種等事業補助金 3,516,220 3,516,220 0

山梨県あぐりｾﾞﾐﾅｰﾙ事業補助金 5,786,044 5,786,044 0

山梨県ｼﾆｱ就農促進事業補助金 2,814,615 2,814,615 0

山梨県就農支援ｾﾝﾀｰ事業補助金 7,306,694 7,306,694 0

機構借受農地整備事業補助金 1,765,000 1,765,000 0

貸借対照表上

の記載区分

農地中間管理機構事業補助金 76,878,303 76,878,303 0

１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(単位：円) 

第１２０回長期国債 100,020,220 114,799,644 14,779,424

合　　　　計 600,430,623 690,402,787 89,972,164

第１５２回長期国債 200,281,170 225,480,000 25,198,830

第４５回長期国債 99,841,224 120,920,000 21,078,776

第１３９回長期国債 100,136,126 116,533,143 16,397,017

第１５１回長期国債 100,151,883 112,670,000 12,518,117

　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

種類及び銘柄 帳簿価額 時　価

(単位：円) 

評価損益

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益


